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　わが国の流通産業を取り巻く環境変化は著しく，「大規模小売店舗における小売業の事業活動の調
整に関する法律」（以下「大店法」と略す）の運用適正化措置に続き，大店法改正による規制緩和が，
1992年1月31日に施行された1）。そのあり方については，産業構造審議会流通部会・中小企業政策審
議会流通小委員会合同会議答申にある「消費者ニーズの多様化等，わが国流通産業を取り巻く環境変
化に対応するとともに，わが国経済の国際化の進展に伴い，わが国市場を国際的に開かれたものとし
ていくことを寄与しうる」と，出店調整処理手続を確立すべき旨を提言している。
　大きな潮流となっている規制緩和は，市場原理に基づく原則自由・例外規制の立場に立って，量的
規制から質的規制への転換に中心が置かれ，自由で公正な競争を促進し，民間の活力を十分に発揮さ
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せる上で，不可欠な条件である2）。
　これからの地域商業の方向は，地域経済の視点において，大型店と中小小売店の関係を対立から協
調へ転換させる契機となりうるだろう。アルフレッド・マーシャルの主著r経済学原理』の中で述べ
られている「優勝劣敗」「適者生存」という事を鑑みると，大型店は比較優位性を発揮して，地域経
済に今後どのようにして貢献しなくてはならないのかを，真剣に考えなくてはならない。流通産業の
構造変革期のまっただ中にあって，大型店は厳しい経済・経営環境を迎え，市場原理の中で生き抜く
道を切り開かなくてはならないのである。
　そして，大型店はあくもでも地域社会の一員であるという認識に立ち，中小小売店とともに競いつ
つ栄えていく，棲み分け，共生の発想をもつ必要があるだろう。
　1990年代は，臨時行政改革推進審議会（以下「新行革審」と略す）の提言にみられるように，「豊
かなくらし」を実現するためには，現在の社会や行政の仕組みを，新しい時代の変化に対応したもの
に改めていかなければならず，国民生活の質的向上を図る方向で展開されよう。高速交通体系の進
展，女性の社会進出，人口の郊外移動，旺盛なレジャー意欲，消費の多様化等による消費者行動の変
化，さらには，国際化，情報ネットワーク化といった状況の中で，これからの商店街・商業集積は，
単なる買い物の場から高い経済的機能を持った地域消費者の「暮らしの広場」となるだろう。また，
「ゆとり」や「やすらぎ」が実感できる「便利で魅力的な商業サービス空間」へと形成されるだろう。
さらに，地域社会の象徴的存在である「地域の顔」となっていく傾向が，強まっていくものと考えら
れる。
　本論では，大型店と地域経済の関係を探るために，大型店の地域経済における役割と機能，業種・
業態別，出店地域・立地別地域の状況を明らかにし，流通産業のうち，とくに百貨店を中心とした新
たな事業展開に検討を加えて，将来展望を提言していくことにする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
1）詳細については，拙稿「大店法緩和と地域商業の構造変化に関する研究」，『明治大学大学院紀要』第29集，
　政治経済学篇，1991年，参照されたい。
2）　百瀬恵夫稿「規制緩和の問題性と中小企業組合」，百瀬恵夫・伊藤正昭編著『中小企業論』白桃書房，1991
　年，295ページ参照。
1　大型店の地域経済における役割と機能
　1．地域商業と地域経済
　本節では，地域を行政単位でとらえるのではなく，地域住民の生産と消費を結ぶ生活行動圏でとら
えることとする1）。地域社会は，人間の集合体であり，生産と消費の場である2）。地域経済において，
地域商業は雇用機会・所得機会を提供する重要な担い手であり，商店街・商業集積は，生活サービス
機能，文化的機能という社会的役割も大きく，地域商業は商品・サービスを生産者から消費者に結ぶ
ための重要な経済活動を担っている。
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図表1－t－1第3次産業のシェア推移
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　日本の産業構造はペティ・クラークの法則のとおり，経済発展が進むにつれて資本・所得・就業者
の比重が第1次産業から第2次産業へ，さらに第3次産業へとシフトしていっている3）（図表1－1－
1，図表1－1－2）。
　一般に地域経済は，企業・工場立地→雇用・所得機会の増大→人口集中→商業・サービス産業の集
積→地域経済の発展4）というメカニズムが作用している。つまり地域経済は，これまで製造業を中心
とする第2次産業が主役であった。しかし，近年では，商業・サービス業を中心とする第3次産業
によって，地域産業が形成されている5）。企業と地域経済との関係は，製造業，とりわけ地場産業に
おいて地域経済形成と内部構造に深くかかわり，商業・サービス業は，地域経済の新しい形成と外部
環境づくりにおいて深い関係がある6）。
　地域経済，地域社会，地域文化を支える商業を「地域商業」と呼ぶとすれば，商売を通じた人間関
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係，連帯感の形成，その商業経営に誇りをもてる経営者，従業員，地域消費者の価値意識の共有と理
解ある行動をとり，地域に根をおろした大型店も地域商業といえるのである。そして，経済生活圏域
内循環を高めるような大型店が，地域の内側から支えられる大型店といえよう7）。とくに，地域社会
に定着した大型店は，地域的風土性をもつ商業として，いっそう重要な役割を果たさなければならな
い8）。
　2．消費者の価値観の創造
　アダム・スミスは，「消費こそすべての生産の唯一の目的である」と言って，消費者の利益より生
産者の利益を重視した重商主義を批判した。当時，西欧社会では，個の権利を優先させる思想が確立
していた。一方，日本は明治以来の産業政策「富国強兵，殖産興業」をみても，個より公の利益を優
先してきた9）。しかし，消費社会が成熟するとともに，個のアイデソティティー，個の美意識の確立
が高まり，自我欲求，自己実現欲求への段階へと進んできた。
　また，フィリップ・コトラーは，社会が成熟すると，文化的価値が長期的において，「他人志向」
から「自己充実」へ，「勤勉」から「気楽な人生」へ，また，「将来の喜び」から「今日の喜び」へと
変化していくと述べている10）。
　「国民生活に関する世論調査」にも表されているように，「豊かさ」は物から心へとシフトし，余暇
や楽しみのニーズは，今後，ますます強まっていくものと考えられる11）（図表1－2－1）。今日の消
費者は物質文明から情報文明へのプロセスの中で，自らの生活向上のために心の豊かさを求めてい
る。個人の価値観の変化，欲求の個性化および多様化の中で自己の生活環境を求める自己実現志向
と，生活における合理性，機能性を求める合理化志向を共存させたライフサイクルの姿勢があらわれ
ている12）（図表1－2－2）。
　消費者のライフスタイルの中には，ファッショソ（衣）・グルメ（食）・レクリエーション（余暇
・遊）・コミュニケーショソ（交際）・カルチャー（知識・教育）を中心とした行動が展開されてい
る13）。また，商店街や店舗からの選択においても「物を所有する」エリアから，「情報・感性」を求
め，それらの中で楽しもうとするエリアへと変化してきている。地域商店街が「人と物とただずまい」
図表1－2－1心の豊かさを重視するか，物の豊かさを重視するか
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をいかに調和させ，機能していくかを，広い視野から考察していくことが，必要となるだろう。これ
らの変化に対して，従来の状況から脱皮した地域商業の位置づけとあり方が，求められている。そし
て，核となる大型店の受持つ地域的役割は，今まで以上に高まり，消費者ニーズに応えられるものと
して理解すべきである14）。
　3．　商業環境の変容
　地域商業は，経済が発展し，消費者の生活が豊かになるにつれて，地域の経済的機能，社会的機能
に対する表現の場としての存在が，高まっている。大店法は，消費者の利益の保護に配慮しつつ，大
型店における小売業の事業活動を調整することにより，その周辺の中小小売業の事業活動の機会を適
正に確保し，小売業の正常な発展を図ることが，最大の目的であった。とくに，既存商業集積の近代
化を図ることが，期待に反して必ずしも進まなかった。その上，1982年以降中小小売店の廃業率は
新規開業率を上回り，保護政策にもかかわらず，商店数が大幅に減少するようになった。また，大型
店の出店規制が，自由競争を弱め，既設大型店の経営を安泰にし，流通革新の努力を怠ってきた面は
否定できない15）。中小小売店の立場に立てば，近代的な大型店の出店は，その地域に根づき営々と
して築いてきた営業既得権を脅かすものである。逆に地域消費者の立場に立てば，大型店の出店は，
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その地域の生活水準を実質的に引き上げるものである。地域商業は大切な生活インフラストラクチャ
ー（社会資本）であり，そのあり方が，地域の生活を大きく左右する16）。
　消費者の生活の視点において，商店街・商業集積は，見知らぬ多くの人々が何の気がねもなく，情
報を交換し，ショッピソグ，食事，エンターテイメントを楽しみ，貧富の差，職業や人種に関係な
く，その上，老若男女を問わず自由に集まることができる場である17）。商店街・商業集積の広域的
機能分担は，それぞれのもつ地域特性を生かした機能とコミュニティである。住む人にとって快適な
コミュニティ，働く人にとって快適なコミュニティ，楽しむ人にとって快適なコミュニティなど，経
済生活圏域の中で，地域商業としてもつべき機能が要求されるのである18）。このように地域商業は，
消費者の身近なライフサイクルの場としての位置に変化している。「コミュニティの場」，「生活にお
けるエンジョイの場」，「レクリエーションの場」というように消費者の生活空間の延長線上におき変
えられている19）。その中で大型店は，より人間的なアメニティ性やアミューズメント性の場として
の環境と機能が要求され，広がりを求められている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
1）百瀬恵夫稿「地域産業の風土性とコミュニティ」，百瀬恵夫・木谷一松編著r地域産業とコミュニティ』白
　　桃書房，1986年，11ページ。
2）前掲『地域産業とコミュニティ』10ページ。
3）徳田賢二著者『流通経済入門』日本経済新聞社，1992年，12ページ参照。
4）　広江彰稿「地域小売商業支配の構造」，糸園辰雄・中野　安・前田重朗・山中豊国編者『転換期の流通経済
　　1小売業』大月書店，1989年，137ページ。
5）前掲『地域産業とコミュニティ』10ページ参照。
6）　荻久保嘉章稿「地域産業と中小企業」，百瀬恵夫・伊藤正昭編著『中小企業論』白桃書房，1991年，183ペ
　　ージ参照。
7）　伊藤正昭稿「地域産業の視点」，百瀬恵夫・木谷一松編著『地域産業とコミュニティ』白桃書房，1986年，
　　15ページ参照。
8）　百瀬恵夫稿「地域産業の風土性とコミュニティ」，百瀬恵夫・木谷一松編著『地域産業とコミュニティ』白
　　桃書房，1986年，2ページ参照。
9）　伊藤允博著者『現代の流通経済一アメニティ時代の流通』税務経理協会，1991年，173ページ参照。
10）前掲『現代の流通経済一アメニティ時代の流通』172ページ参照。
11）前掲『現代の流通経済一アメニティ時代の流通』172～173ページ。
12）三枝公一稿「都市商業の活性化の手法」，商店建築社『商店建築』（1987年，7月号増刊），119ページ参照。
13）前掲『商店建築』（1987年，7月号増刊），117ページ参照。
14）前掲『商店建築』（1987年，7月号増刊），117ページ参照。
15）　戸所隆著者『商業近代化と都市』古今書院，1991年，47ページ参照。
16）前掲『流通経済入門』144～145ページ参照。
17）前掲r商業近代化と都市』1ページ参照。
18）前掲r地域産業とコミュニティ』11ページ参照。職，住，楽，教の4つの機能のうち3つの快適なコミュ
　　ニティを本稿では採用している。もう1つとして，教育を受ける人にとって快適なコミュニティがある。
19）前掲『商店建築』（1987年，7月号増刊），117ページ参照。
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皿　大型店の業種・業態別，出店地域・立地別地域展開の現状
　1．業種・業態別の構造変化
　通商産業省が発表した1991年商業統計（速報）によると，小売業商店数は1，591，086店あり，1988
年の調査と比べて28，000店余りの減少を示した。減少を示した小売業商店の大部分が，従業員規模
1～2人，あるいは3～4人の小零細小売店である。中小小売店の減少傾向は，わが国の小売業の構造
を特徴づけていた店舗の過多性・生業性・零細性が，商店の存立基盤を失いつつあることを示してい
る（図表［－1－1）。
　業種別にみると，1988年の調査と比べて商店数の増加率が高いのは，他に分類されない織物・衣
服・身の回り品小売業（17．8％増），料理品小売店（13．7％増），婦人子供服小売業（13．4％増），他
に分類されないその他の小売業（11．6％増），その他の各種商品小売業（11．4％増）等，需要の拡大
がみられた業種だけでなく，従来の産業分類では捉えられない小売業が増加している。
　一方，商店数の減少率が著しいのは，履物小売業（20．5％減），パン（非製造）小売業（19．6％減），
写真機・写真材料小売業（15．1％減），菓子（非製造）小売業（15．1％減），卵鳥肉小売業（14．6％減）
等，その多くはスーパーマーケットやディスカウソトストアなどの近年成長が著しい大型店に需要を
奪われ，商店数を減少させたものと推測できる（図表1－1－2）。
図表1－1－1従業員規模別商店数の推移
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図表五一1－2業種別商店数の構成比の推移
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図表皿一1－3　業態別店舗数の増減率
　　　　　　　　　　　（増減率は％，▲はマイナス）
商店数 「…増減率…「
1991年 88年／85年　　　　91年／88年
百貨店 455 ▲1．1　　　　　　　　5．1
総合スーパー 1，549 6．4　　　　　　　　4．8
その他総合スーパー 375 52．2　　　　　　　　0．5
専門スーパー 7，159 8．9　　　　　　　11．9
衣料品スーパー 618 9．8　　　　　　　　8．2
食料品スーパー 5，214 3．6　　　　　　　　6．9
住関連スーパー 1，327 46．9　　　　　　　39．8
コソビニエンスストア 42，976 18．2　　　　　　　24．4
その他のスーパー 66，290 ▲9．7　　　　　　　23．1
専門店 1，000，154 ▲0．3　　　　　　　▲0．8
衣料品専門店 154，651 1．4　　　　　　　　2．2
食料品専門店 283，571 0．8　　　　　　　▲3．3
住関連専門店 561，932 ▲0．3　　　　　　　▲0．2
その他の商品小売店 470，731 ▲2．2　　　　　　　▲8．3
各種商品小売店 1，890 17．4　　　　　　　13．7
衣料品中心店 76，903 5．9　　　　　　　▲2．2
食料品中心店 225，278 ▲6．7　　　　　　▲11．1
住関連中心店 166，660 1．2　　　　　　　▲7．3
その他 1，497 ▲22．4　　　　　　　　　　　　▲6．0
資料：日経流通新聞1992年4月16日号
　業態別商店数をみると，1988年の調査に比べて増加率が高いのは，住関連スーパー（39．8％増）
であった。その多くはホームセソターであり，1，327店と店舗数は少ないものの，今後ますます成長
が期待できる。次は，コンビニエソス・ストア（24．4％増）であり，なかでも，終日営業や深夜営業
を行っている特定タイプ店は，28．5％増と高い伸び率を示している。最寄り品市場において，一層コ
ンビニエンス・ストアの役割が増すものと推測できる。
　また，百貨店あるいは総合スーパーなども店舗数を増加させており，多様な品揃えをする大型店の
成長と，伝統的な品揃えをする中小小売店の衰退が顕著にみられる1）（図皿一1－3）。
　2．商店街と業種・業態構成の検討
　地域商業に求められる機能については，第1章で述べてきたが，ここでは消費者の立場から商店
街の魅力度について，業種・業態の構成面から検討を試みることにする。
　消費者が大型店を選択する大きな理由は，コンパリゾン・ショッピソグとワンストップ・ショッピ
ングの2つの機能に魅力を感じているからである。とくに，商店街の業種・業態構成は，一言でい
えば商店街の品揃えといってよい。百貨店を縦に伸びた業種の集積とすれば，商店街は横に伸びた百
貨店であるともいわれている2）。
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図表皿一2－1発展段階の各ステージにおける業種構成
特　　徴（業種構成）　　（％）
発展
i階 業種構成 商店街形態 内　　　　容 買回り品 備　　　　考最寄り品
i日用必需品） 日用買回り品 高級品
飲食娯楽
Tービス
第1
i階 食料品中心 食料品店中心に点在する
食料品中心店
@　（よろず屋なんでも屋）a点在 100 商店会・商店街の姿はない
第2
i階
???????????????
各用轟鵡品唐｝　　　　　　が混合する
食料品中心店の転業・発生
ﾉよって混合点在 70～80 15～20 商店街以前の姿
第3
i階
食　最　買
ｿ・青層品　品　品 食　料　品　店
ﾅ寄り品店一部買回り品店 が交錯
ｷる
身辺雑貨店の発生・転業店
ﾜの連続が部分的に見られ 60～70 20～30 5～10
連軒式な構造
ｹ路の舗装
X路灯設置
第4
i階
食　最　買　専
ｿ・青・号囎品　品　品　品 食料品店ﾅ寄り品店
ラ?阨i店
の中に専門
i店が散在
ｷる
趣味・流行品・おしゃれ品
謌ｵ店が発生・転業，業種
¥成は混合，性格不鮮明
30～40 20～3020～302～3 アーチ・アーケード設置一応の商店街の形の整備
第5
i階
最　買　専　飲
ﾂ・号・門・品　品　品　食
最寄り品店
ラ?阨i店
黶@門　店
?H店
が交錯する
文化品・高級品・流行品な
ﾇの専門店の誕生・転業に
謔閨Cそのいずれもが揃う
20～30 20～3030～405～10アーケード完備､同店舗設置
第6
i階
最　買　飲　娯蛛諱D娯楽・飲食街を含むｷり場的性格を持つ 娯楽・飲食の盛り場の要素がプラスされ，地区の総合ﾍとなる 10～20 30～4030～5010～15
飲食・娯楽関係の業種が商店街の構成店舗として見られるが，横町・周辺通りに
¥成される
第7i階
アミューズメン
gセンター
アミューズメントセンター化 いくつかの商店街が面とし
ﾄ形成され，全体としての
ｫ格を鮮明にする
食品街・衣料品街など各商
X街の性格が鮮明化
､業地区としての充実
第8
i階
ショッピソグセ
¥ター ショッピソグセソター化
商業地区として，全体整備
n区総合力となる
立体的建築いくつかの核店舗が存在
､業地区としてさらに充実
（資料）　全国商店街振興組合連合会「商店街の自己診断マニアル」（同友館）より
　商店街には，近隣型，地域型，広域型，超広域型など，集客範囲から類型化できたり，業種構成の
面から，買回り品商店街，最寄り品商店街，飲食店街など，機能面からの分類もある。一方，商店街
の発展段階に応じた分類も見られる3）（図表皿一2－1）。たとえば，広域型商店街では，専門店が揃っ
ているだけでなく，アミューズメソト性を高める業種・業態が求められたり，住宅地周辺の近隣型商
店街では，日常生活に密着する生鮮4品を充実しなければならない4）など，消費者にとって，何より
も欲しいと思う商品が，その商店街で求められることが先決である。また，商店街の性格によって，
消費者の期待するものが異なってくる。ショッピングをする客しない客，人それぞれ来街の動機は異
なるが，業種・業態の魅力を十分に生かして，明日買う顧客になり得る予備軍として，重視しなくて
はならない。要は人が集まる業種・業態が必要なのであり5），商店街がショッピソグの利便性・選択
性を図る努力が不可欠な条件となる。そして，消費者ニーズに対応した業種・業態の商店街を創造し
ていくことが，商店街が繁栄するための方向であろう。
　商店街における大型店の成功要因は，立地・規模・商品政策にあるといえる。消費者のニーズに対
応した商品・サービスなど，ソフト面の充実が差別化の重要なポイントになる。同じ立地でもその大
型店の位置によっても戦略は異なってくる。地域1番店であれば総合的な品揃え，地域2番店であ
れば部門別に特徴のある品揃えを目指すことである。間口の広さと，店舗の質の高さも重要である。
　業態差別化の視点からみれば，大型店のもつプレステージ性，ブラソドイメージは不可欠な要素で
ある6）。
　3．　出店地域・立地別地域展開の現状
　大店法施行前の通商産業省集計と施行後の第3条申請を比べると，大型店の新規出店申請の業種
別比率は変化している。同法施行後は，種別境界面積の引き上げで，第1種大型店は店舗面積3，000
m2（政令指定都市などにおいては6，000m2）以上，第2種大型店は店舗面積500m2から3，000m2
（政令指定都市などにおいては500m2から6，000　m2）未満になった。また，施行前の通商産業省集計
には，店舗面積500m2以下の既存の中規模店が増床した案件を含んでいる。このため単純に比べる
ことができないが，第1種大型店ではスーパー・ショッピソグセソター（以下「SC」と略す）が多
く，ホームセンター（以下「HC」と略す）がこれに続いている。第2種大型店でもスーパー・SC
が多く，そのうち大半は地方スーパーである（図表皿一3－1）。
　全体の件数を占める各業種別の件数比率は，施行前と施行後を比べると，且Cが13．5％から24．3％
に増加した。一方，第2種大型店の衣料品専門店が24．0％から16，6％へ，家電専門店は13．8％から
6．0％にそれぞれ減少した。衣料品専門店の過当競争や家電不況の影響もあるが，同法施行を境に新
規出店の業種に変化が現れた可能性がある7）（図表1－3－2）。
　そして，立地別でみるならば，第2種大型店のうち70．4％が郊外幹線道路沿いでの立地である。東
京新青梅街道のロードサイド商店街を事例にみてみよう。
　東京新宿から田無を経由して新青梅街道に出ると，道路の両脇には新しい店舗が次々と目につく。
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図表1－3－1都道府県別のスーパーとホームセンターの
大型店3条申請件数
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図表1－3－2　改正大店法施行前後の業種別出店申請比率
　琶その他専門店
　スーパー
332件（30．2％）
　　↓
家具13件（43％）
中小寄合8件（2．7％）
百貨店3件（1．0％）
家電33件（4．1％）
百貨店22件（2．7％）
衣料17件（2，1％）
　スーパー
353件（44．1％）
　HC275｛牛（34．3％）
その他専門店
63件（7．9％）
26件
（8．6％〉
スーパー、SC
llot牛（36，5％）
」
衣料2件（1．5％）
家電2件（1．5％）
がん具1件（0．8％）
資料：日経流通新聞1992年8月4日号
東大和付近の約4㎞の区間には，靴店をはじめ，飲食店関係が14店舗あり，スポーッ用品店，紳士
服店，家電店，HCなど39店舗が立地している。そのほか，サービスステーション，レンタルショッ
プや建築，建材，不動産およびタイヤ，板金塗装，輸送，倉庫等，業務・サービス関係を含めると
36店舗ある（図表皿一3－3）。新青梅街道沿い4㎞以内に合計で89店舗が集中するロードサイド商
店街が，形成されている8）。
　ロードサイドへの出店が盛んになった要因をあげると，①自家用自動車の普及。②消費者の多様化
等による消費者行動の変化。③中心部商店街の地価高騰。④大店法の規制緩和。等が考えられる。そ
して，よい立地の条件としては，自家用自動車によるアクセス（接近）の容易さが決め手となる。①
車が店舗までの途中道路における通行規制がない。②駐車場への入出が未熟な運転技能でもしやす
い。③駐車場がたっぷりと用意されている9）。等があげられる。
　こうした動きが商業集積の中心部商店街からロードサイドへの出店を促進している。
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図表ll－3－3東大和市ロードサイド商店街
?
至田無
至青梅
1〕〔1
　D
　DSBu
K　　　　D　　　　W
D　　　BA
　　　R　　　u
〇　　　500　　1000m
凡　　例
○：ロードサイド商店
????
????
????ー????
A：コーヒーショップ
B：うどん・そば・ラーメン
F：ファミリーレストラン
P：その他飲食
C：カーディーラー
D：ディスカウントストア
E：家具・家電
G：植木・草花
u：中古車
1：印刷
K：建築・建材・不動産
M：理容
R：レンタル
S：サービスステーション
T：タイヤ・板金塗装
W：倉庫
Y：運輸
Z：その他
至立川
　　　　　　　　　資料：東京都東大和市
　また，これまで中規模店の位置に止まっていた専門店の多くが大型化し，大型店はより大規模な店
舗を目指している。しかも店舗数が増えるだけでなく，専門店と食品スーパー（以下「SM」と略す）
のドッキングやSCといった形での複合商業空間にも進むものと予想される。そして，その影響と打
撃を最も受けるのは，中心部商店街に位置する中小小売店である。それと同時に，業態の枠を越えた
大型店対大型店の競合が展開されることも確実である10）。
　「大型店（強者）一中小小売店（弱者）」という構図ではなく，店舗面積の大小でもなく，消費者に
とって魅力のある店舗と街が繁栄するのである。いま大型店が強いのは，それだけ消費者に支持され
る経営戦略を展開しているからである。逆説的にいえば，大型店であっても営業努力を怠った店舗，
消費者にとって魅力のない店舗は消える運命にあるといえる11）。流通業界における強者・弱者は，
一505一
市場原理に基づく原則自由・例外規制の立場に立って，自由で公正な競争の中から生まれるはずであ
る。
　4．大型店出店のあり方
　大型店が出店する地域，出店しそうな地域は，現在および将来に向かって魅力ある市場性を含んで
いる。それは，有望な潜在消費市場があるという裏づけでもある。
　一方，大型店が敬遠する地域は，将来展望にかげりがあるともいえる。過去において大型店出店を
強固に反対したため集客力が落ち，現在では衰退してしまった商店街もある。そして，今になって大
型店誘致を働きかけているが，すでに魅力を失っており，大型店側が敬遠している商店街もある12）。
今後も大型店は，競合する同業他店の動きや地域の消費動向を十分に見極めた上で，慎重に立地を厳
選し，出店していかなければならない。
　これまでの大型店は，消費の多様化に対応するために「より大きな店舗」を求め続けてきた。大店
法改正による規制緩和は，より一層出店規模の大型化に拍車をかけることになる。大型化，多店舗化
は，流通業界全体に共通した動きである。とくに，大手スーパーの既存店は，規制に縛られた「中途
半端な規模の店」が多く，本格的な大型店競合時代を迎えるにあたり，こうした店舗のスクラップ＆
ビルドが求められている13）。また，専門大型店が，高級化志向，高質化志向を目指し，百貨店の領
域を脅かしはじめている。それに対して百貨店は，駅前1等地への新規出店，既存店の増床，リニ
ューアル等，店舗強化を図るために大型設備投資を行っている。同一商圏内で各業態の大型化，多店
舗化は，大型店のボーダレス時代をもたらすともいえる14）。
　最近の大型店の出店地，出店予定地を調べると，従来，大型店と無縁であった「町」，「村」といっ
た地域，あるいは「市」でも郊外地への出店が増えている。かつての大型店の出店戦略は，人の多く
集まる場所に出店するのが基本であった。しかし，これからは車客（車で来店する客）を集めること
が，重要なポイントになる15）。
　中心部商店街において，大型店を誘致すれば集客力は高まる。だが，大型店の顧客がそのまま商店
街の顧客になるとはかぎらない。
　また，いつ，別の大型店が郊外に進出してくるともかぎらない。大型店は企業である。
　出店・退店は，企業の資本の論理によって決定される。もし，大型店が中心部商店街で採算割れに
追い込まれれば，店舗をスクラップにして，他の地域に移動することもありえる。店舗の存続にこだ
わるような甘い考えは持っていない16）。大型店は自らの方針に見合った場所を選択し，出店してい
くことになる。大型店自身も流通の自由化に対して，生き残り策をかけて展開しているのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
1）　日経流通新聞，1992年4月16日号，参照。
2）　白石房之介・小高正芳・坪田次雄稿「商店街の活性化策」，小濱岱治編著者『大店法の改正と中小店生残り
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10）
11）
12）
13）
14）
15）
16）
戦略』ぎょうせい，1991年，269ページ参照。
前掲『大店法の改正と中小店生残り戦略』271ページ参照。
前掲r大店法の改正と中小店生残り戦略』269，271ページ参照。
前掲『大店法の改正と中小店生残り戦略』276ページ。
徳田賢二著老『流通経済入門』日本経済新聞社，1992年，95ページ参照。
日経流通新聞，1992年8月4日号，参照。
小高正芳稿「商店街は都市再開発で生き残れる」，波形克彦編著者『小売業の「流通新時代」勝ち残り戦略』
経林書房，1990年，126ページ参照。
渥美俊一著者『チェーソストア出店とSCづくり』実務教育出版，1992年，149ページ参照。
平井俊哉著者『小売店が消える日』ぱる出版，1992年，72ページ参照。
前掲『小売店が消える日』49ページ参照。
前掲『大店法の改正と中小店生残り戦略』287ページ参照。
前掲『小売店が消える日』80ページ。
前掲『小売店が消える日』88ページ参照。
前掲r小売店が消える日』89～90ページ参照。
前掲『小売店が消える日』128ページ参照。
皿　都心店にみる新たな事業展開
　　一小田原市の百貨店を中心にして一
　本章では，東京圏における中核都市の1つである神奈川県小田原市を例にとりあげる。
　とくに都心百貨店の事業展開として，小田原東口駅前商業地への出店に関する計画案1）について考
察してみたい。
　1．おだわら21世紀プランと計画地
　（1）おだわら21世紀プラン
　1986年6月に策定された「おだわら21世紀プラン」の小田原市長期計画6大プロジェクトは次の
通りである。①小田原駅前周辺の再開発。⑤都市計画道路・栄町小八幡線と商業地の整備。⑤東口駅
前広場と貨物駅跡地再開発。◎小田原駅東西連絡通路整備に伴う西口駅前地区整備とバス発着場等交
通環境の改善。②南北道路と環状道路の整備。③工業団地の整i備。④レクリエーションゾーンの形
成。⑤小田原城跡の整備。⑥市民施設の配置。長期計画は，地域の総合的行政主体である地方公共団
体が地域の現状と問題点を踏まえ，今後，何を求め，何をやろうとしているかを意思表示したもので
あり，地域課題に対処する基本的方針といえる2）。
　（2）計画地の位置と概要
　計画地は小田原駅前東口に立地する（図表皿一1－1）。計画地の用途指定は商業地，建ぺい率
80％，容積率500％，敷地面積8，540m2，許容建築延床面積（500％）42，702　m2，緩和建築延床面積
（最大625％）53，468m2になる。地下2階，地上8階建，駐車台数334台，着工1993年，竣工1995年
を予定している。業態は百貨店，店舗コソセプトは「感性と洗練性の高い共感のある生活文化拠点」
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とする。物販の他，レストラン，美術ギャラリー，多目的ホール，フィットネスクラブを併設する。
　2．小田原市の都市構造
　（1）小田原市の性格
　地形は，南に相模湾，西に箱根山，北に丹沢山地，東に大磯丘陵と三方を山と丘陵に囲まれ，酒匂
川に沿って開けた足柄平野に位置する。地勢上から湘南，県中央都市圏に対して，県西の小田原都市
圏を形成している。
　小田原市は，人口規模，交通骨格において圏内では群を抜いており，圏内における一極集中の都市
構造をもっている（図表皿一2－1）。現在の中心部商店街は，浜通りと駅前の中間地点から駅前へと
シフトしている。近年は，酒匂川東海岸（下府中・酒匂・国府津）エリアの成長が目さましい。
　②　人ロ・世帯動向
　商圏の核となる小田原市人口は，193，126人（1990年6月1日現在）である。最近5年間の人口増
減率は3．9％増加，同期間の神奈川県は8．8％増加と，伸び率を比べると緩やかなものとなっている
（図表III－2－2）。そして，小田原都市圏は，南足柄市の42，480人（1990年6月1日現在）を除くと，
人口30，000人以下の「町」，「村」から形成されることになる。小田原市の人口増加は，ここ10年間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一508　一
図表皿一2－1「交通骨格図」
「交通骨格図」
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資料：小田原駅周辺整備計画，1986年
「一極集中型都市構造」
200，000
150，000
60，000
30，000
図表皿一2－2　小田原市人口・世帯推移
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資料：住民基本台帳1989年6月1日現在
を見ると1，500人前後で推移しており，社会増加より自然増加のウエイトが高いという緩やかな増加
パターンであった。しかし，1989年には，社会増加が自然増加を上回り，この流れに変化が見られ
る。都市中心部の用地不足や地価高騰等によって，住宅地や住宅団地が郊外で造成されている。交通
　気候に恵まれ，中距離通勤圏内の小田原市およびその周辺都市は，東京圏の人口の郊外移動によ
り，人口増加に拍車がかかることが予想される。
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図表皿一2－3　小田原駅乗降客数の推移
単位：人
1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年
小田急小田原線 74，114i100．0）
74，852
i101．0）
76，025
i102．6）
80，963
i109。2）
82，721
i111．6）
83，509
i112．7）
箱根登山鉄道線 18，119i100．0）
18，995
i104．8）
19，368
i106．9）
20，912
i115．4）
21，115
i116．5）
20，869
i115．2）
大雄山線 19，472i100．0）
19，368
i99．5）
19，174
i98．5）
18，857
i96．8）
18，819
i96．6）
19，214
i98．7）
JR東海道線 108，071i100．0） 109，155i101．0） 119，130i110．2） 130，112i120．4） 114，088i105．6）
120，098
i111．1）
JR新幹線 12，706i100．0） 12，497i98．4） 13，090i103．0） 12，951i101．9）
13，638
i107．3）
15，996
i125．9）
上段：乗降客数　下段：指数
資料：各社，県勢要覧
　（3）交通条件
　都市の立地は交通と深い関係があり，交通路に都市が立地することは周知のことである3）。
　①鉄道
　小田原駅は，JR東海道線（乗降客数120，098人），小田急小田原線（83，509人）の2大幹線と，箱
根登山鉄道線（20，869人），大雄山線（19，214人），JR新幹線（15，996人）の合計5線が結節する鉄
道交通の要衝である。最近5年間の1日当り乗降客数の推移を見ると，JR新幹線（25．9％増），箱
根登山鉄道線（15．2％増），小田急小田原線（12．7％増），JR東海道線（11．1％増），大雄山線
（1．7％減）であり，大雄山線を除く各線が伸びている（図表皿一2－3）。また，小田原駅各線の1日
当り合計乗降客数は，259，676人である。これを東京圏の商業集積のある類似駅と比べると，町田駅
（433，438人），吉祥寺駅（374，412人），藤沢駅（341，802人）には及ばないが，海老名駅（235，851人），
立川駅（213，542人），八王子駅（201，200人），本厚木駅（148，920人）を上回っている。乗降客数の
みが駅周辺商業集積規模を決定づけるものではないが，重要なファクターになりえる。
　小田原駅は小田急小田原線で，本厚木駅32分，町田駅38分，新宿駅68分であり，JR東海道線で，
藤沢駅35分，横浜駅43分，東京駅66分の乗車時間に位置する。鉄道の利便性にまさった立地は，吸
引力効果もあるが，一方，流出を促す要因でもある。
　②バス
　駅前ターミナルより21路線が発着し，運転本数も814本／日を数える。鉄道を補完する役割として，
小田原駅前商店街にとっては，バス利用客が顧客となる。また，車を運転しない婦人・若年・老人の
各層は，ショッピングのための主要な交通手段となっている。
　③車
　小田原市の車保有率は77．1％である。これに軽自動車を加えると，1世帯当り1台を超える
106．2％になる。鉄道・バスの拠点である小田原駅前商店街には，自家用車を利用しなくても行くこ
とができる。
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　しかし，今日のモータリゼーションの発達は，自家用車でのショッピソグに慣れた「足の長い地域
消費者」もおろそかにできない。
　駐車場施設が，商店街と消費者の購買行動に大きな影響を与えている。とくに効率よく購買行動が
でき，かつ無料駐車券を得やすい百貨店に利用の中心が移ってくるだろう4）。
　3，大型店の商業動向
　（1）大型店の状況
　小田原市の第1種大型店の9店舗，合計売場面積47，486m2，1店舗当り平均売場面積5，276　m2で
ある。1975年以降，競合都市への大型店出店を後目に大型店出店ゼロの無風状態が続いている。そ
のため，今日的な意味での第1種大型店は存在しない。大型店の出店は，出店位置によって人の流
れが変わり，商業重心の移動も起こってくる。それゆえ，都市商業の生き残りをかけて，その内容を
多機能化へ向けて充実していかなければならない。現状維持は許されない。狭義の発展平等主義は，
結果として衰退の原因でもある5）。
　②　大型店の売場面積
　神奈川県の大型小売店統計によれば，県計売場面積は1981年1，423，058m2から1988年1，924，145
m2へと7年間の伸び率が35。2％（501，087m2）増加であった。同期間の小田原市は，46，452m2から
48，476m2へと4．4％（2，042m2）増加であった。競合都市を見ると相模原市は60．0％（48，387m2）
増加で129，039m2，藤沢市は12．5％（15，891m2）増加で143，115m2，厚木市は22．1％（13，134m2）
増加で72，581m2となった。中核都市としての位置づけから，小田原市の大型店の売場面積は，競合
する都市に比ぺて明らかに少ないと言わさるをえない。東京圏へと人口集中が進み，県・市レベルで
は，県・市一極集中化現象のなかで増加する郊外人口に対して，大型店を含めた新しい高度商業集積
を構築することも考えていかなければならない6）。
　（3）百貨店の売上効率
　県内百貨店の1988年年間販売額は，586，402百万円で大型店に占める割合が30．5％である。これは
1981年の302，040百万円と比べて94．1％増加（大型店全体は35．2％増加）である。占める割合も1981
年の21．2％を9．3ポイソト引き上げた。売場効率を見ると1988年1．508千円／m2より29％高いといえ，
1981年と比べて20．9％増加にとどまっている。これらは，百貨店の高い競合力と成長性を裏づける
ものである。消費の多様化，高級化の進展に対応して，順調に推移している県内百貨店であるが，積
極的な投資姿勢と自助努力は避けて通れない。地価・建設費の高騰，それに伴う賃貸料の上昇等によ
り，投下資本の回収が長期化する店舗が急増している。店舗づくりは，下手をすれば必ず倒産する。
倒産がいやだからとして出店しなければ，ジリ貧となって自然消滅する。輝いて生きるためには，出
店は不可欠である。それが「競争」時代の絶対原理である。避けて通るというのでは，事業ではな
い7）。今後，百貨店は高度な開発・運営ノウハウが要求されてくるといえる。
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図表皿一4－1商圏内人口・世帯
1990年 1993年（推定） 1995年（推定）
世帯i人・ 世帯i人・ 世帯i人・
小田原市 61，32gi193，12664，312i197，78266，380i200，773
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資料：住民基本台帳
※1982年～1990年のデータを基礎に1993年，1995年の世帯・人口を推定した。
　4．商圏の設定
　商圏とは「商いの場」であり，商いを成立させる地域的な条件をもった空間的広がりである。それ
は経営と生活と地域によって作り出される地域的な経済空間でもある8）。商圏は中心となる核（コア）
をもち，その拠点と消費老の生活空間をベースにしている。そして，都市よりもはるかに広い経済空
間，すなわち地域経済を形成するものである9）。商圏の広がりとその区分は次の通りとする。
　①第1次商圏
　買回り品の買物先が第1順位の小田原駅前商業地となる地域。来街頻度が週間性で小田原市内圏
域。61，329世帯。人口193，126人。
　②第2次商圏
　買回り品の買物先として平塚，藤沢，本厚木にも多少は出向するが，小田原駅前商業地へ交通条件
からも距離的にみても無理のない地域。来街頻度が月間性で小田原都市圏下の南足柄市，箱根町，大
井町，開成町，真鶴町，湯河原町。41，736世帯。人口125，890人。
　③第3次商圏
　買回り品中心で距離的にも小田原駅前商業地とはやや離れる地域。来街頻度が2ヶ月に1回程度
で小田原駅前商業地への来街が期待される圏域。松田町，山北町，中井町，二宮町，秦野市西部，熱
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海市，伊東市。80，777世帯。人口227，506人。
　商圏全体で183，842世帯。人口546，522人。（1990年現在）になる（図表皿一4－1）。
　商圏は百貨店として商品構成，売上高，販売促進，店舗等を考える上で，きわめて重要な関係にあ
る。出店する百貨店が周辺の商店街をしのぐような顧客吸引力をもっている場合，商圏はより大きい
ものとなる。
　5．成立性の検証
　小田原市への出店に関する計画案について1988年データベース10）を使用して計算事例11）を示し，
検証することにする。
　（1）店舗開発の指標の意味づけ
①小田原市の商業人ロ
ー繍醗闇離駿籍・県人・
一轟驕霧鼎・7・676・65・人一257・・97人
　②小田原市の小売業支持人口
　　　　小田原市の商業人口
　　小田原市の全小売業の売場面積
一揚齢一・・49
　出店する都市の消費者数と商業施設量との需給バランスを判断する指数。この指数が大きい場合
は，市1m2当り商業人口が多い状態を意味し，商圏が広く客数で恵れた都市という解釈ができる。
逆にこの指数が小さい場合は，商業人口が少なく小売業全体が商売しにくい状況にある。通常は
1，20～1．25で商売安定都市であるが，小田原市はそれ以上の数値であり，商売繁盛可能都市である。
　③小田原市の大型店支持人口
　　　　　小田原市の商業人ロ
　ー小田原市の第1種大型店店舗面積
一ll監器一5…
　その都市にある大型店の量が，多いか少ないかを示す指数。この指数が大きい場合は，市における
大型店の出店量がまだ少なく，その上1m2当り商業人口が多く恵まれているため，大型店出店余力
を残している。逆に指数が小さい場合は，市の大型店が過密になっている状態である。人口10～20
万人都市では3．7程度が平均である。小田原市は，かなり高い数値の大型店支持人口がえられている。
　④小田原市の顧客流出入比率
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図表皿一5－14社平均売場効率表
1988年1990年1995年
店　　　　名 売場面積 売　上　高 売場効率推定
m2 百万円 百万円 千円／m2 ・計算式
X0年平均売場効率X西武クレジット志澤店 9，032 9，99711，554 1，707
丸井小田原店 7，53610，42011，487 1，851 （・・1講蕪翻
ニチイ小田原店 5，658 5，3685，367 949
長崎屋小田原店 4，326 3，101 3，531 1，057
4社合計 26，55228，88631，939
4社平均売場効率千円／m2 1，088 1，203 1，471
資料：有価証券報告書，百貨店調査年鑑より作成
　　　　　　　　　　　　図表皿一5－2新店舗売上高予想額（月額）
新店売上げ
¥　測　額
売上げに対する
､圏の割合
1995年
｢帯数
95年小売消費
x出額（月） 潜在購買額 占拠率
1次商圏
（万円）
P32，390 60％
　（戸）
U6，380
　（円）
Q18，108
　（万円）
P，447，8019．14％
2次商圏 66，195 30％ 44，755 218，108 976，1426．78％
3次商圏 22，065 10％ 86，080 218，108 1，877，4741．18％
計 220，650 100％ 197，215 218，108 4，301，417 一
資料：板倉勇著者『大型店vs．商店街《改訂版》』中央経済社1990年，203ページ参照
　　　　　　　　　　　　　　図表皿一5－3　小売消費支出額（月）
1988年 1990年 1995年
342，770円371，452円
（推定）
@　円
。計算式
E・年消費支出額・（・・雛講罐ゾ
1／2 171，385 185，726 218，108
資料：東洋経済『’92地域経済総覧』1991年より作成
　　　　　小田原市の商業人口
　　小田原市の1988年3月末行政人ロ
ー1翻絵一・・36
　この指数が1．0を超えれば周辺の市町村からの集客があり，商圏が広いことを意味する。
　逆に指数が1．0を下れば，④市の商業地に核店舗が不足している。◎市の商店街が未発達。⑳市の
商店街全体が老化現象をきたしている。等が考えられる。人口10万人以上の都市では1．15程度が平均
である。この意味で小田原市の集客範囲が商圏として広いと言える。商圏が広ければ広いほど，商店
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一514一
街に顧客が集中し繁盛する。
⑤小田原市の大型店占有率
　　第1種大型店の面積
　　全小売業の総面積
一誘畿睾・1・・％一・7・・％
　この占有率は，大型店過密都市の状況を判断する目安として利用するものである。占有率は，人口
5～10万人都市で30％程度，人口10～20万人都市で34％程度，人口20～30万人都市で38％程度が平
均である。小田原市の場合では，平均と比べて6．6ポイソトの差があり，大型店占有率が低いといえ
る。
　⑥小田原市における第1種大型店の類似都市並み適正面積
　　全小売業の売場面積×平均占有率一既存大型店面積
　　　　　　　　　　1一平均占有率
一173，185m2Eテ4乳486m2－17，268・m・
　大型店占有率の平均に合わせて，出店面積を逆算してみた。この結果として小田原市の場合には，
17，268m2の商業施設が必要である計算が成り立つ。
　②　新店舗売上高予測
　出店時（1995年）における新店舗売上高を予測する。算出に対しては，次の資料を使用した。
①新店舗の売場効率
　小田原市の大型店4社平均売場効率から1995年の推定額1，471千円／m2を算出して使用する（図表
皿一5－1）。
　②新店舗の売場面積
　小田原市における第1種大型店の類似都市並み適正面積（同ページ上記参照）17，268m2より出店
時売場面積を18，000m2と仮定する。
　③新店舗の初年度売上高予測
　売場効率×売場面積＝初年度年間売上高’
　1，471千円／m2×18，000　m2＝　26，478百万円
　月平均売上高では220，650万円となる（図表皿一5－2）。1995年の他店売上高を予測すると西武ク
レジット志澤店は，月平均売上高て128，480万円，丸井小田原店は，月平均売上高で116，243万円の
数値となる。計画地の立地条件および競合条件から推定して，地域1番店の売上高は確保できる。
　④新店舗の売上高に対する商圏の割合
　売上高に対する商圏の割合は，競合店の状況，新店舗の駐車能力，あるいは道筋等で変化する。通
常の割合は，第1次商圏60％，第2次商圏30％，第3次商圏10％が平均値である。
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　⑤推定世帯数
　1995年の商圏内の推定世帯数は，図皿一4－1の数値を利用する。
　⑥小売消費支出額（月平均）
　1995年の小売消費支出額（月平均）は，神奈川県勤労者1世帯当り消費支出額（月平均）より推
定した。ところで消費支出額は，④商品を買うための支出，◎サービスその他を買うための支出が一
緒に混っている。小売業の支出は④だけでいいので，調べた支出額の半分を棄てることにする（図表
皿一5－3）。
　⑦新店舗の潜在購買額
　ここの商圏内の消費者全体の買物支出額。言いかえると，新店舗に商圏内の全世帯が買物に来店し
たら，1ヶ月当りどのくらいの金額になるかという意味である。
　⑧新店舗の占拠率
　第1・2・3次商圏別における顧客の新店舗吸引力。ここでは月平均売上高220，650万円を達成するた
めに，各商圏から必要な顧客吸引力の目安である。
　（3）新店舗出店の展望
　これらのデータを見るかぎり計画地は，ハード面で立地条件として好適地だといえる。消費者にと
って魅力ある店づくり，商店街の「核となる条件」の品揃え等，ソフト面の充実が百貨店と中小小売
店を共存共栄させることができる要因である。百貨店の魅力で，いかに新規顧客を集めることができ
るかは，核店舗の使命であろう。しかし，資本の論理で行動せざるえない百貨店に伝統的な地域社会
をリードし，育成しつつ，個性ある街づくりをすべて求めるのは，無理な面があるかもしれない12）。
だが，百貨店の出店を論ずる場合には，④その地域に根ざす人々の消費と流通の問題，◎既存商業集
積地の活性化の問題，◎都市間競合の問題，◎企業戦略の問題，等を広く波及させ，大きな視野で論
ずる必要がある13）。その地域に「○○○百貨店だけが」果たしうる役割・貢献が存在するからこそ，
消費者，商店街，地方自治体は，出店を待ち望んでいるのである。そして，出店する百貨店は，小田
原都市圏の地域経済，地域社会，地域文化を発展させる原動力となることである。地域と共に生きる
百貨店こそが21世紀に生き残る百貨店であろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）　　°
1）　パシフィック商業開発『小田原駅前計画調査報告書』1990年，参照。
2）　蓼沼朗寿著者『地域政策論』〔第2次改訂版〕，学陽書房，1991年，157ページ。
3）奥野隆史著者『交通と地域』大明堂，1991年，13ページ。
4）戸所隆著者『商業近代化と都市』古今書院，1991年，220，170ページ参照。
5）大川照雄著者『21世紀への街づくり発想』同友館，1991年，6～7ページ参照。
6）前掲『21世紀への街づくり発想』11ページ参照。
7）渥美俊一著者『チェーソストア出店とSCづくり』実務教育出版，1992年，12ページ。
8）室井鉄衛著者r商圏の知識』日本経済新聞社，1979年，50ページ。
9）前掲『商圏の知識』50，52ページ参照。
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10）東洋経済『’92地域経済総覧』1991年，参照。
11）板倉勇著者r大型店VS．商店街《改訂版》』中央経済社，1990年，196～198ページ，202～203ページ参照。
12）前掲『商業近代化と都市』117ページ参照。
13）前掲『大型店VS．商店街《改訂版》』186ページ参照。
N　都心店の将来展望
　　一百貨店を中心にして一
　1．百貨店における将来の課題
　資本主義経済は，経済の合理性を基本とする自由競争を前提とした体制である。企業が競争力をも
ち，存続し成長発展するためには，経済的合理性をもたなければならない1）。
　百貨店は，消費者に対して経済的合理性（どれだけリーズナブルな価格で，顧客に満足してもらえ
る商品・サービスが提供できるか）を発揮できる経済的機能を果たすところに意義がある。規制緩和
の潮流やバブル経済崩壊後のなかで，歴史的にかつて経験したことのない環境変化に，百貨店がいか
に対応していくかが最大の課題となっている。
　（1）低収益経営体質からの脱出
　百貨店の経営は，固定比率が比較的高い構造にある。今日の状況下においては，①売上げ伸び率が
低い，②粗利益改善が進まない，③人件費比率が上昇する，等により安定収益を維持することが非常
に難しいといえる2）。
　それには，ヒト，モノ，カネ，情報を効果的に組み合わせることにより高い生産性をあげ，機会利
益を確保する低経費高収益型の体質を作る必要がある。
　（2）標的顧客を絞り込みできない営業体質
　顧客特性化政策の遅れのために，パーソナルな顧客に接近し，需要創造型のマーチャンダイジソグ
が十分に展開されていない3）。顧客データベースを活用した顧客の満足を提供する攻めのマーケティ
ソグ戦略であり，自店の差異的優位を確立することである。
　（3）部門別組織の硬直化
　経営組織の肥大化による情報の歪みや遅れ，あるいは経営中枢部と売場サイドとの判断のズレや意
思疎通の不足である4）。これからは「何をどう売る」というマーチャンダイジソグ機能よりも，その
まえに「何が求められている」かという需要発見機能を優先しなければならない。そのためには，ピ
ラミッド型，商品別タテ型組織ではなく，ヨコ型で，外部に開かれたネットワーク型の創造性重視型
の組織変革が必要である5）。
　（4）情報体質化の遅れ
　商品の1つひとつ，顧客1人ひとりに関する個別情報が正確に把握できていない。商品や顧客に
関するきめ細かな情報収集力，情報分析に対して，どのような商品（適品）をどれたけ（適量），い
つ（適時）提供したらよいかを明かにしていくためには，きわめて重要なのである6）。顧客ニーズ動
向を的確にとらえる情報システムの構築が，高付加価値，高粗利益のマーチャンダイジソグに必要不
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可欠である。
　現代経済社会において，百貨店が存続しうる要件を確保するためには，いかにして経営環境に対応
した機動的・弾力的な行動がとれる企業であることが重要である。ゆとりと豊かさのある国民生活実
現のために，消費者との接点に立ち，消費者の声をくみ上げて消費者に情報をつなぐ百貨店に対し
て，「社会をリードする主導的役割」7），すなわちリーディソグインダストリーとしての成長と役割が
望まれる。
　2，百貨店戦略の方向
　市場構造の変化によって，百貨店においてもマス（大量）という規格化，大規模化，大衆化の下で
の「規模の利益」追求から，ハイテク・情報をキーとした脱規格化，多様化，分衆化への中での「範
囲の利益」追求へと変化している8）。今後，百貨店の経営戦略として，ニーズ志向の企業行動の必要
がますます強まってきており，（1）新分野進出の多角化。（2）出店・リニューアルを含めた商業施設の開
発。2つの方向を進むことが予想される。
　（1）新分野進出の多角化
　市場のニーズは絶えず多様化しており，ニーズに関する情報を収集して積極的な経営展開をはかろ
うとすると，従来の事業範囲にとどまることができなくなった9）。百貨店は，リストラクチャリング
の過程で利益機会を求めており，経営の多角化が進んでいる。
　そのためには，企業グループ内はもちろんのこと，産業の枠を越えた連携が必要である。異業種企
業が交流し，相互の経営ノウハウ，顧客情報等を提供しあう「異質の融合化」である。「融合化」の
目的は，百貨店業への相乗効果と，百貨店業とは直接関係なくても，既存の経営資源（遊休土地，店
舗，人員，情報等）を既存の利用方法にとらわれることなく，最有効利用することで収益構造改善・
効果を生むことである。
　多角化は事業規模の小さいものが多く，21世紀の百貨店にとって柱となるものを，容易に見出し
にくいかもしれない。しかし，将来への布石として，あるいは組織内企業家といった新しいタイプの
人材育成の場として機能させるなど，その戦略的位置づけは重要であるlo）。百貨店は，それぞれの
事業特性に応じて，百貨店業と相互補完性を発揮しながら育成・強化しなければならない。
　（2）出店・リニューアルを含めた商業施設の開発
　小売業はよく「変化適応業」であるといわれる11）。それを特徴づけたものに新しいマーケット環
境に適応した出店・リニューアルによる商業開発がある。歴史的にいくつかの代表する事例を挙げて
みると，①業界の常識を打ち破り，横浜駅西口の瓦礫が残る一角に高島屋と相模鉄道との合資で横浜
高島屋を出店（1959年）。②日本初の本格的郊外ショッピングセソターとしてオープソした玉川高島
屋SC（1969年）。③百貨店のリニューアルブームの先鞭をつけた西武百貨店池袋店9期増築計画
（1974年）。④有楽町マリオンに，情報発進基地としての性格をもった西武・阪急の2店舗が同時出
店（1984年）。⑤新宿西口への都庁移転を機に新都心型百貨店へと脱皮した小田急百貨店新宿店
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（1987年）。⑥百貨店は街づくりのインフラストラクチャーとして日本最大の83，000m2の売場面積を
持った東武百貨店池袋店（1992年）。等である。
　百貨店が今日まで生命力を失わずに残ってこられたのは，経済的・社会的・文化的環境変化に対し
て，業態性格を戦略に変更してきたからである。そして，近代都市のシンボルとしての機能を発揮す
べく，百貨店機能の革新に自助努力してきた結果でもある12）。
　リニューアルというのは店舗更新はがりではなく，そこに活気を吹き込むことも含まれている。そ
の要素は，①マーチャンダイジング・コンセプト。②ビジュアル・プレゼソテイション。③ハイタッ
チ・サービス。④イソフォメーショソ。⑤スタッフ・クリーンネス。等のストア・イメージアップで
ある。旧来の「百貨店」から生活の仕方や生活テーマを売る「百科店」への転換が望まれる。必要欠
くべからさる投資を節減したため，得られるべき利益を失っていないかを検討してみることが大切な
のである13）。百貨店は，21世紀に生き残るために，年間売上高の10～15％をリニューアル投資に向
け，経営の革新を続けると予想される。
　3．むすび
　企業の経営基準は，売上高，売上高成長率，販売シェア等の量的基準であった。最近は，売上高利
益率，投資利益率などの利益基準が，次第に重視されるようになっている。
　しかし，それらは「売り手の論理」に立つ基準であって，必ずしも「買い手の論理」に立つもので
はない14）。百貨店業の介在する流通システムは，百貨店と消費者の経済活動が，神の「みえさる手」
（invisible　hand）に導かれて調整されているのではない。
　百貨店による商品・サービスと消費の具体的な連結機能（visible　handshake）を通して調整されて
いるのである15）。それは，消費者ニーズに対応した要素を加味できるその企業，その店舗なりの自
主編集マーチャソダイジングの構築であろう。また，最近主張されるようになっ準顧客満足（cus－
tomer　satisfaction，以下rCS」と略す）の本質であるかもしれない。　CSは，システムでは対応でき
る部分も多いが，最終的には従業員の対応で決まる。従業員の満足（employee　satisfaction）を高め
て行かないかぎりCSの向上はありえない。顧客からみて，その百貨店の従業員が生き生きと仕事を
しているかどうかが重要なファクターと考えられる。従業員の顧客への満足のゆく応対は，従業員の
満足が無ければ不可能なのである16）。逆さまのピラミッドで考えるならば，経営者や管理者は従業
員を大切にすること，そうすれば従業員も顧客を大切にするだろうといえる。従業員満足と顧客満足
が両立できてこそ，本当の意味で一流店として自負できる顧客第一主義の店舗なのである。
　百貨店は，消費者需要の高度化，多様化が進展し，社会経済環境のソフト化，サービス化が進行す
る状況を的確にとらえる必要がある。それを基盤に，将来を予測した対応策を確立しなければならな
い。ゆとりと豊かさのある生活実現のために，豊富な生活情報があり，消費者と共生できる新鮮な店
舗こそだけが，21世紀を生き続ける百貨店になるだろう。
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（注）
1）　百瀬恵夫著者『中小企業組合の理念と活性化』白桃書房，1989年，169～170ページ。
2），3）　小山周二稿「百貨店の戦略転換」，久保村隆祐・流通問題研究協会編老『21世紀の流通』日本経済新聞社，
　　1991年，111ページ参照。
4）　三村優美子稿「小売業はこう変わる」，久保村隆祐・流通問題研究協会編者『21世紀の流通』日本経済新聞
　　社，1991年，48ページ参照。
5）　小山周二稿「百貨店の戦略転換」，久保村隆祐・流通問題研究協会編者『21世紀の流通』日本経済新聞社，
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